
 

愛媛県長期優良住宅建築等計画等認定要綱 

 

平成21年６月４日21建第244号 制定  

平成27年４月１日26建第2579号 改正  

 平成28年３月29日27建第2893号 改正  

令和４年２月20日３建第934号 改正 

令和４年10月１日４建第574号 改正 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律第87号。以下

「長期優良住宅普及促進法」という。）に基づき住宅の構造及び設備を長期使用構造等と

し、長期優良住宅建築等計画等を作成したもの等が同法第５条第１項から第７項までの規

定に基づき認定申請を申し出た場合において、同法第６条第１項の規定に基づく認定（以

下「認定」という。）又は同法第８条第１項の規定に基づく変更認定（以下「変更認定」

という。）を行う場合における必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、長期優良住宅普及促進法、住宅の品質確保の促進

等に関する法律（平成11年法律第81号。以下「住宅品確法」という。）及びこれらの関係

法令により定義されているものの他、次のとおりとする。 

 (1) 技術的審査 長期優良住宅普及促進法第５条第１項から第７項の規定に基づく長期優

良住宅建築等計画等が同法第６条第１項に定める認定基準への適合に関する技術的審

査をいう。 

(2) 既存住宅に係る建設住宅性能評価書 建設住宅性能評価書のうち、住宅品確法施行

規則第５条第４項の申請により交付された建設住宅性能評価書をいう。 

 

第２章 認定の手続き 

 

（認定申請書の受理） 

第３条 建築基準法（昭和25年法律第201号）並びにこれに基づく命令及び条例に適合してい

ない建築物の申請は受理できない。ただし、違反箇所について、是正措置が講じられる

ことが確実である場合はこの限りでない。 

 

 （認定） 

第３条の２ 申請に係る計画が、長期優良住宅普及促進法第６条の認定基準の他、当該要綱

第６条から第７条までの規定に適合している場合に限り認定することができる。 

 

（居住環境の維持及び向上） 

第４条 長期優良住宅促進法第６条第１項第３号の規定に基づき計画の認定を受ける住宅が

良好な景観の形成その他の地域における居住環境の維持及び向上に配慮するものとして次

のように居住環境基準を定める。ただし、当該区域内にあっても、再開発事業の施行区域

内の施設建築物である住宅、区画整理地内の除却が不要な住宅及び住宅地区改良法（昭和

35年法律第84号）第６条に規定する基本計画に適合する住宅のように、長期にわたる立地

が想定されることが許可等により判明している場合はこの限りでない。 

(1) 計画住宅が都市計画法（昭和43年法律第100号）第４条第４項に規定する促進区域に

位置しないこと 

(2) 計画住宅が都市計画法第４条第６項に規定する都市計画施設の区域に位置しないこと 

(3) 計画住宅が都市計画法第４条第７項及び第８項に規定する市街地開発事業区域及び予

定区域に位置しないこと 

(4) 計画住宅が住宅地区改良法第８条第１項の告示があった日以後において同法第２条第



 

３項に規定する改良地区に位置しないこと 

(5) 計画住宅が都市計画法第４条第９項に規定する地区計画等、景観法（平成16年法律第

110号）第８条第２項第１号に規定する景観計画、建築基準法第69条第１項に規定する

建築協定及びその他居住環境に関する条例に規定する区域内に位置する場合は、これ

らの基準に適合すること 

 

（自然災害の配慮に係る事項） 

第５条 長期優良住宅普及促進法第６条第１項第４号に規定する基準は、次に掲げる場合におい

て、長期優良住宅建築等計画等が自然災害配慮基準に適合すると認めるものとする。 

(1) 長期優良住宅建築等計画等に基づく住宅が次に掲げる区域内でないこと。 

ア 計画住宅が地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第３条第１項に規定する地すべ

り防止区域 

イ 計画住宅が急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第

３条第１項に規定する急傾斜地崩壊危険区域 

ウ 計画住宅が土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成

12年法律第57号）第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域 

(2) 長期優良住宅建築等計画等に基づく住宅が次に掲げる区域内でないこと。ただし、各法に基

づく所定の措置が講じられているものは、この限りでない。 

ア 計画住宅が建築基準法第39条第１項に規定する災害危険区域 

イ 計画住宅が津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第72条第1項に

規定する津波災害特別警戒区域 

ウ 計画住宅が特定都市河川浸水被害対策法 （平成15年法律第77号）第56条第１項に規

定する浸水被害防止区域 

２ 前項に掲げる区域にあって、区域の指定解除がされることが決定している場合又は近い

将来解除されることが確実と見込まれる場合は、この限りでない。 

 

（登録住宅性能評価機関による技術的審査等） 

第６条 長期優良住宅普及促進法第６条の認定基準について、登録住宅性能評価機関による

技術的審査（新築基準に係る技術的審査にあっては、住宅品確法施行規則第９条第１号の

区分、増改築基準に係る技術的審査にあっては、同条第３号の区分に掲げる登録を受けた

者による技術的審査に限る。）を受け、登録住宅性能評価機関が適合していると証明する

書類（以下「確認書」という。）を添付する場合は、同法の基準に適合しているものとす

る。なお、登録住宅性能評価機関による審査項目は次のとおりとする。 

(1) 長期優良住宅普及促進法第２条第４項第１号イ関係（構造の腐食、腐朽及び摩損の防

止） 

(2) 長期優良住宅普及促進法第２条第４項第１項ロ関係（地震に対する安全性の確保） 

(3) 長期優良住宅普及促進法第２条第４項第２号関係（構造及び設備の変更を容易にする

ための措置） 

(4) 長期優良住宅普及促進法第２条第４項第３号関係（維持保全を容易にするための措置） 

(5) 長期優良住宅普及促進法第２条第４項第４号関係（高齢者の利用上の利便性及び安全

性） 

(6) 長期優良住宅普及促進法第２条第４項第４号関係（エネルギーの使用の効率性） 

２ 長期使用構造等とするための措置及び維持保全の方法の基準を定める基準（平成21年国

土交通省告示第209号。以下「長期使用構造等基準」という。）第３において引用されてい

る評価方法基準（平成13年国土交通省告示第1347号。以下「評価方法基準」という。）の

全てに適合していることが示された設計住宅性能評価書の交付を受けた場合は、同基準に

適合しているものとする。 

３ 第１項の規定を適用して認定を受けた場合、以後の変更認定における同項に示された評

価方法基準の変更の審査においても第１項又は前項の規定を適用するものとし、前項の規

定を適用して認定を受けた場合、以後の変更認定における同項に示された評価方法基準の

変更の審査においても前項の規定を適用する。 

４ 前項の変更の審査に係る基準が、第１項に示された審査項目以外のみの場合は第１項を



 

適用したものとみなす。 

５ 第３項の変更の審査に係る基準が、第２項に示された評価方法基準以外のみの場合で、

前項に該当しない場合は第２項を適用したものとみなす。 

６ 愛媛県手数料条例（平成12年愛媛県条例第３号）別表５ 土木関係事務手数料101の７の

項において準用する同表101の５の項（1）ア及び（2）アの適用についても、前２項と同様

とし、土木関係事務手数料101の８の項において準用する同表101の５の項（2）アの適用に

ついても、前２項と同様とする。また、土木関係事務手数料101の６の項及び８の項におい

て、建設住宅性能評価書で申請される場合、101の5の項右欄(2)アに掲げる住宅の区分に応

じた金額を適用する。 

 

（有資格者による確認等） 

第６条の２ 認定申請書の添付図書のうち、設計内容説明書については、建築士法（昭和25

年法律第202号）第２条第１項に定める建築士で、対象となる住宅（増改築基準にあっては、

当該増改築後の住宅）が同法第３条第１項各号に掲げる建築物であるときは一級建築士、

同法第３条の２第１項各号に掲げる建築物であるときは一級建築士又は二級建築士、その

他の場合は一級建築士、二級建築士又は木造建築士により作成されたものでなければなら

ない。 

２ 認定申請書の添付図書のうち、状況調査書は、前項と同じ区分の建築士で、かつ、国土

交通省所管事業「長期優良住宅化リフォーム推進事業」における登録インスペクション講

習団体の登録インスペクターにより、「既存住宅インスペクション・ガイドライン」（平

成25年国土交通省）に基づいて調査し、作成されたものでなければならない。 

３ 認定の対象となる建築後の住宅は、第１項と同じ区分の建築士により建築基準法並びに

これに基づく命令及び条例に適合していることが確認されたものでなければならない。た

だし、当該建築の計画が建築基準法第６条の規定に基づく建築確認の申請書の提出が必要

な場合はこの限りではない。 

 

（必要とする添付図書） 

第７条 長期優良住宅普及促進法施行規則(平成21年国土交通省令第３号)第２条第１項の規

定に基づき知事が必要と認める図書は次のとおりとする。 

(1) 登録住宅性能評価機関の技術的審査を受けた場合（当該要綱第６条第４項に該当する

ものを除く。）にあっては、当該登録住宅性能評価機関が交付する確認書の写し 

(2) 設計住宅性能評価書の交付を受けた場合（当該要綱第６条第５項に該当するものを除

く。）にあっては、当該図書の写し 

 (3) 登録住宅型式性能認定等機関が行う住宅型式性能認定(登録住宅 

型式性能認定等機関が行うこれと同等の確認を含む。以下同じ。）を受けた型式に適

合する住宅又は住宅型式性能認定を受けた型式に適合する住宅の部分を含む住宅にあ

っては、当該登録住宅型式性能認定等機関が交付する住宅型式性能認定書（登録住宅

型式性能認定等機関が交付するこれと同等の確認書を含む。以下同じ）の写し 

(4) 住宅である認証型式住宅部分等又は住宅の部分である認証型式住宅部分等を含む住宅

にあっては、型式住宅部分等製造者認証書の写し 

(5) 長期優良住宅建築等計画等の認定に係る審査に当り、長期使用構造等基準第３に定め

る長期使用構造等とするための措置と同等以上の措置が講じられていることの審査を

要する場合に あっては、同措置と同等以上の措置が講じられている旨を説明した図

書（この場合において、登録試験機関が行う特別評価方法認定のための審査に係る特

別の建築材料若しくは構造方法又は特別の試験方法若しくは計算方法に関する試験、

分析又は測定（登録試験機関が行うこれと同等の試験を含む。以下「試験等」とい

う。）を受けたときは、当該特別の建築材料若しくは構造方法又は特別の試験方法若

しくは計算方法に関する試験等の結果の証明書をもってこれに代えることができる。） 

 (6) 長期優良住宅普及促進法第６条第１項第３号に規定する居住環境の維持及び向上への

配慮に関する基準に応じて、それに適合することを確認するための必要な図書は都市

計画法及び地区計画等その他居住環境に関する条例等に適合する旨の証明書（参考様

式１号）又は許可書の写し等 



 

(7) 維持保全計画書（様式１号） 

 (8) 設計内容説明書（新築基準にあっては様式２号、増改築基準にあ 

っては、様式２号の２、既存基準にあっては、様式２号若しくは様式２号の２） 

 (9) その他知事が必要と認めるもの 

２ 増改築基準又は既存基準の申請にあっては、前項の他、知事が必要と認める図書は次の

とおりとする。 

(1) 状況調査書（様式２号の３）。ただし、作成者が所属する登録インスペクション講習

団体の規定による様式又は既存住宅に係る建設住宅性能評価書に関する現況検査・評

価書も可 

(2) 新築時に長期優良住宅普及促進法第６条の認定基準と同等以上の性能を確認できる制

度を活用した場合にあっては、当該制度を活用していることが証明できる図書 

(3) 新築時に長期優良住宅建築等計画認定を取得している場合にあっては、当該要綱第８

条第４項に定める認定取消通知書（様式５号）  

 

（添付を要しない図書） 

第８条 長期優良住宅普及促進法施行規則第２条第３項の規定に基づき知事が不要と認める

図書は次のとおりとする。 

(1) 住宅型式性能認定を受けた型式に適合する住宅又は住宅型式性能認定を受けた型式に

適合する住宅の部分を含む住宅に係る長期優良住宅建築等計画等の認定申請のうち、

住宅型式性能認定書の写しを添えたものにあっては、長期優良住宅建築等計画等の認

定申請に係る図書に明示すべき事項のうち、住宅型式性能認定書において、住宅性能

評価（登録住宅型式性能認定等機関が交付した住宅型式性能認定書と同等の確認書に

おいては長期優良住宅建築等計画等の認定）の申請において明示することを要しない

事項として指定されたもの 

(2) 住宅である認証型式住宅部分等又は住宅の部分である認証型式住宅部分等を含む住宅

に係る長期優良住宅建築等計画等の認定申請のうち、型式住宅部分等製造者認証書の

写しを添えたものにあっては、長期優良住宅建築等計画等の認定申請に係る図書に明

示すべき事項のうち、型式住宅部分等製造者認証書において、住宅性能評価の申請に

おいて明示することを要しない事項として指定されたもの 

(3) 前条第２項(2)に掲げる図書を添えたものにあっては、同図書で確認できる基準への

適合について明示する図書又は同記載事項 

 

（建築工事が完了したときの報告書等） 

第９条 建築工事が完了した時は、当該要綱第６条の２第１項と同じ区分の建築士により、

認定通知書及びその添付図書に基づいた確認を受けなければいけない。 

２ 長期優良住宅普及促進法第12条の規定に基づく建築工事が完了したときの報告は、認定

長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の建築工事が完了した旨の報告書(様式３号)に、建

築士が工事監理をした場合にあっては、建築士法第20条第３項の規定に基づく工事監理報

告書の写し、それ以外の場合にあっては、登録住宅性能評価機関による建設住宅性能評価

書の写し又は住宅の建築工事を完了した旨の報告書（様式第３号の２）の写しを添えたも

のとする。 

３ 長期優良住宅普及促進法第14条第１項第２号の規定に基づく建築を取りやめる旨の申し

出は、認定長期優良住宅建築等計画等に基づく住宅の建築又は維持保全を取りやめる旨の

申出書（様式４号）とする。 

４ 長期優良住宅普及促進法第14条第２項の規定による計画の認定を取り消した旨の通知は、

同法第１項第１号の場合にあっては、認定長期優良住宅建築等計画等の認定取消通知書

（様式５号）により、同法第１項第２号及び第３号の場合にあっては、認定長期優良住宅

建築等計画等の認定取消通知書（様式５号の２）により申請者へ通知するものとする。 

５ 知事は認定の申請に係る計画が認定基準に適合しない場合にあっては、不認定通知書

（様式６号）により、申請者に通知するものとする。 

 

（軽微な変更） 



 

第10条 認定計画実施者が、軽微な変更をしようとする場合にあっては、軽微な変更届(様式

７号)と当該変更部分を示す図書を添えるものとする。ただし、工事期間中にあっては、工

事監理報告書への記載に代えることができる。 

 

（その他） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、長期優良住宅普及促進法認定に必要な事項は別に定

める。 

 

様式（省略） 

 

附 則（平成21年21建第244号） 

 この要綱は、平成21年６月４日から施行する。 

   附 則（平成27年26建第2534号） 

 この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

   附 則（平成28年27建第2893号） 

 この要綱は、平成28年４月１日から施行する。ただし、第７条第１項の規定及び同条第２

項の様式の規定については、当初認定の日付が施行日より前の場合は改正前の規定を適用す

ることができる。 

    附 則（令和４年３建第934号） 

この要綱は、令和４年２月20日から施行する。 

     附 則（令和４年４建第574号） 

この要綱は、令和４年10月１日から施行する。 


